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産 業 財 産 権 出 願 通 知 書


日　　　付　　

　　支出負担行為担当官
　　防衛装備庁長官官房会計官付経理室長　殿
　　　（技術連携推進官　気付）


                                      （受託者）住　　所
                                                名称及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連 絡 先


　　　　　　年　月　日付
○○年度安全保障技術研究推進制度「（委託業務題目）」

　　上記委託業務について、下記のとおり産業財産権の出願を行いましたので、明細書等の写しを添えて、委託契約書第２６条第１項に基づき通知します。


記

　　１．出願国（注１）

　　２．出願に係る産業財産権の種類（注２）

    ３．発明等の名称（注３）

    ４．出願日

    ５．出願番号（注４）

    ６．出願人

    ７．代理人

    ８．優先権主張（注５）


添付書類
⑴ 特許出願等明細書等（写）　　１通
⑵ 受領書（写）　　　　　　　　１通

記載要領

（注１）： 出願（又は申請）を行った国の名称を記載する。当該出願が国際特許出願（ＰＣＴ）であるときは、その旨を記載する。
（注２）： 特許権、実用新案権、意匠権、回路配置利用権、育成者権のうち、該当するものを記載する。（外国における権利の場合には、上記各権利のうち、相当するものを記載する。以下同じ。）
（注３）： 特許権については発明の名称、実用新案権については考案の名称、意匠権については意匠に係る物品、回路配置利用権については、設定登録の申請に係る回路配置を用いて製造した半導体集積回路の名称及び分類、育成者権については、出願品種の属する農林水産物の種類及び出願品種の名称を記載する。
（注４）： 当該出願が、国際特許出願を各国における国内段階に移行した特許出願である場合は、各国における出願番号のほかに、国際特許出願番号を記載する。
（注５）： 当該特許出願等が優先権主張を伴う場合は、以下の事項を記載する。
（１）優先権主張の種類
・国内優先権主張（特許法第４１条第１項若しくは実用新案法第８条第１項の規定による優先権主張、又は、各国における同様の規定に基づく優先権主張）
・パリ条約で定める優先権主張
・植物の新品種の保護に関する国際条約に定める優先権主張
（２）優先権主張の基礎となる出願（又は申請）の出願国、産業財産権の種類及び番号



